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1) ターミナルボードのコネクタにモジュールを入れて押し付け、
ラッチ機構に嵌合させます。

非危険場所（非危険場所）
コネクタ

ラッチ機構

2) 非危険場所（非危険場所）側の 
ラッチを押す。

3) 危険場所側のラッチを押す。

●　取り付け方法

●　取り外し方法

●　ターミナルボードの取り付け

DIN レールに片側を掛けて
押し込む。
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キャビネット内の取り付けプレートに取付

⑦　ターミナルボードを使用した取り付けと取り外し方法　 
【注記】　ターミナルボードは日本では使用できません。
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本質安全防爆システム及び本安機器と本安関連機器（絶縁バリア）組み合わせ条件
危険場所に設置して使用する本安機器は機器単体で防爆検定に合格した機器の使用が必須です。
また、絶縁バリアはツェナーバリアと異なり本質安全防爆性能保持のために必要な A 種接地工事が必要ありません。 

Ex ia IIC T4
本安機器の安全保持定格
Ui ( 例 30V)	 ≧ Uo
Ii ( 例 100mA)	 ≧ Io
Pi ( 例 1.3W)	 ≧ Po
Ci( 例 10nF)	 ≦ Co
Li( 例 0.1mH)	 ≦ Lo

本安回路配線パラメータ
Cw ≦ Co – Ci
Lw ≦ Lo – Li

[Ex ia] IIC T4
絶縁バリアの安全保持定格
Uo = 25.9V
Io = 92mA
Po = 0.594W
Co = 0.100 μ F
Lo = 3.0mH

１）本安機器と本安関連機器を組み合わせるには以下の条件を順守ください。 

表１　電気機器の爆発等級（グループ）の組み合わせ条件        

本安関連機器（バリア）
グループ IIA グループ IIB グループ IIC

本
安
機
器

グループ IIA ○ ○ ○

グループ IIB × ○ ○

グループ IIC × × ○

本安関連機器（バリア）
本
安
機
器

ia 機器 ib 機器
ia 機器 ○ ×

ib 機器 ○ ○

【注記】表１と２の○は組合せが可能です。

表２　性能区分（ia, ib）の組み合わせ条件

図 1　二線式伝送器と絶縁バリア D5014D の組み合わせ条件

危険場所

本安機器
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非危険場所

絶縁バリア
一般機器

②

⑤

端子7-8間回路

端子9-10間回路

二線式伝送器の場合

本安機器 4/20mA

4/20mA 負荷

負荷
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D5014D
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２）表３に示すように本安機器の安全保持定格は本安関連機器の安全保持定格の値以上でなければなりません。
本安機器の安全保持定格は、本安機器の検定合格証又は、製品データシートに記載されておりますので、必ず
安全保持定格を確認し、以下に示す接続条件を満足することを確認してください。

表３　本安機器と本安関連機器の組み合わせ条件

本安機器の安全保持定格 組み合わせ条件 本安関連機器の安全保持定格
本安回路許容電圧　Ui ≧ 本安回路最大電圧　Uo
本安回路許容電流     Ii ≧ 本安回路最大電流　Io
本安回路許容電力    Pi ≧ 本安回路最大電力　Po

３）本安機器の内部インダクタンス及び内部キャパシタンスと本安配線の配線インダクタンス及び配線キャパシタ
ンスの和は、本安関連機器で定められる許容インダクタンス (Lo) と許容キャパシタンス (Co) の値以下でなく
てはなりません。（表４参照）

  表 4   インダクタンスとキャパシタンスの組み合わせ組み合わせ

本安回路のパラメータ 組み合わせ条件 本安関連機器のパラメータ
本安機器の内部インダクタンス Li と

配線のインダクタンス Lw の和 ≦ 許容インダクタンス Lo

本安機器の内部キャパシタンス Ci と
配線のキャパシタンス Cw の和 ≦ 許容キャパシタンス Co

【注記】本安機器内部の Li（内部インダクタンス）と Ci（内部キャパシタンス）値は本安機器の検定合格証又は
　　　   製品データシートに記載されています。そちらを参照してください。 

４）本安回路にインダクタンスとキャパシタンスが共に存在する場合は下記の点に注意しなくてはなりません。
上記３）の考え方は、以下の４－１）から４－３）の以下のいずれか一つの条件が満たされる場合のみ適用さ
れます。

　　　４－１）本安回路に接続される本安機器の内部インダクタンス（Li）と内部キャパシタンス（Ci）のいずれか
又は両方の値がそれぞれ本安関連機器の許容インダクタンス（Lo）と許容キャパシタンス（Co）の
１％以下の場合。

　　　４－２）本安回路のインダクタンスとキャパシタンスが本安回路外部配線のみに分散して存在する場合。
　　　４－３）接続される本安機器の内部インダクタンスまたは内部キャパシタンスが、どちらかひとつだけが存在

する場合。 

５）上記４－１）から４－３）に該当しない場合、すなわち本安機器に内部インダクタンス（Li）および内部キャ
パシタンス（Ci）の両方が存在し、それぞれの値が本安関連機器の許容インダクタンス（Lo）と許容キャパシ
タンス（Co）の値の１％を超える場合、使用できるインダクタンスとキャパシタンスはそれぞれ本安関連機器
の許容インダクタンス（Lo）と許容キャパシタンス（Co）の値の最大５０％に制限されます。

本安機器 D5014 本安関連機器
Li=0.1mH（Lo=3mH の 1% 以上） Lo=3mH　→　1.5mH

Ci=20nF（Co=100nF の 1% 以上） Co=100nF　→　50nF

本安機器の Li、Ci が D5014 の Lo、Co の 1% 以上のため、本安回路で使用できる
Lo、Co はそれぞれ 50% の Lo=1.5mH、Co=50nF となります。

例：
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機能安全マニュアル
⑴　4-20 mA 電流発生源接続時のチャンネル 1 又は 2 の 4-20 mA 出力のソース・モード又はシンク・モードの設定は下表に従い DIP スイッチで行います。

⑵　安全機能（Safety Function） と故障モードについて：
Type A モジュール に属する D5014 を「Low Demand Mode」低頻度要求モード環境とハードウエア・フォルトトレランス (HFT) を ”0” と考えて使用す
ることを前提としています。　故障モードを以下のように定義します。
■　Fail-safe( 安全側故障 ): 出力が HIGH 又は LOW になり、安全制御機器（安全 PLC など）がその出力信号（検出できる危険信号）を安全側故障状態に

変換できること。 または、プロセスから要求がなくても、モジュールが前もって決められた安全側故障状態に移行すること。
■　Fail Dangerous( 危険側故障 ): プロセスの要求に対して反応しない故障モード（例えば、決められた安全側故障状態に移行しない）。又は出力電流の

誤差がフルスパンの 5％（0.8mA) を超える場合。 * フルスパン = 16mA (20-4mA)
■　Fail High ( ハイモード故障）：出力電流値が最大値（20mA) を超える故障モード。　安全ロ制御機器のプログラムが High の故障を検出するように

設定されており、この故障モードで自動的にトリップしないこと。　この故障モードは検出される危険側故障（ DD) に分類される。
■　Fail Low ( ローモード故障）：出力電流値が最大値（4mA) 未満となる故障モード。　安全制御機器のプログラムが Low の故障を検出するように設定

されており、この故障モードで自動的にトリップしないこと。　この故障モードは検出される危険側故障（ DD) に分類される。
■　Fail No Effect( 直接影響のない故障 )：安全機能を実行するのに必要な部品の故障モード。但し、安全側故障でも危険側故障でもない。　安全側故障

率 (SFF) の計算には考慮されない。
■　Fail Not Part( 安全機能と関係ない故障 )：安全機能を構成しない部品の故障モードであるが、製品回路の一部であり、部品表に記されている。安全

側故障率 (SFF) の計算には考慮されない。
○　D5014D は、各のチャンネル回路は完全に独立し、共通部品がないため、より高い SIL（安全度基準 ) の達成に必要とされるハードウエア・フォ

ルトトレランス（Hardware Fault Tolerence) を向上させるために使用できます。　実際、1 チャンネルの D5014S の分析結果は 2 チャンネルの
D5014D と 1 入力 2 出力として使用される D5014D にも有効です。　故障率のデータは Siemens( シーメンス） SN29500 から得ています。

T[Proof] = 1 年T[Proof] = 1 年 T[Proof] = 14 年T[Proof] = 14 年  
PFDavg = 6.69E-05  PFDavg = 9.37E-04  

⑸　⑸　

T[Proof] = 2 年T[Proof] = 2 年  T[Proof] = 20 年T[Proof] = 20 年  
PFDavg = 1.34E-04 

SIL 3対応SIL 3対応

 PFDavg = 1.34E-03 SIL 2対応SIL 2対応 

動作要求時の平均故障率 (PFDavg ) とプルーフテスト間隔 (T-proof）の関係表
（プルーフテストのカバー率を 99％と推定し、安全機能 ループ全体における D5014 の貢献割合を 10％とする )

⑹　⑹　 動作要求時の平均故障率 (PFDavg ) とプルーフテスト間隔 (T-proof）の関係表
（プルーフテストのカバー率を 99％と推定し、安全機能 ループ全体における D5014 の貢献割合を 20％とする )

T[Proof] : プルーフテスト間隔T[Proof] : プルーフテスト間隔

SIL 3対応SIL 3対応

SIL 2対応SIL 2対応

Failure categoryFailure category Failure rates (FIT)Failure rates (FIT) 
λdd  27.641 seruliaf detceteD suoregnaD latoT = 
λdu  79.41 seruliaf detcetednU suoregnaD latoT = 
λsd = Total Safe Detected failures 0.00 
λsu = Total Safe Undetected failures 0.00 

 Total Failure Rate (Safety Function) =  Total Failure Rate (Safety Function) =  
MTBF ( シングルチャンネル) = (1/λtot safe) + MTTR(8時間）MTBF ( シングルチャンネル) = (1/λtot safe) + MTTR(8時間）  

λno effect = “No Effect” failures 205.11 
λnot part = “Not Part” failures 4.80 

Total Failure Rate (Device) = λtot safe + λno effect + λnot part Total Failure Rate (Device) = λtot safe + λno effect + λnot part  

MTBF ( シングルチャンネル) =MTBF ( シングルチャンネル) =  

  SFFSFF 
0.00 FIT 0.00 FIT 146.72 FIT 14.97 FIT 90.74% 

DCDC
DD
 

90.74% 
DCDC SS

 
0% 

⑷　IEC 61508に準拠した故障率表⑷　IEC 61508に準拠した故障率表

 ⑶　故障確率表
故障カテゴリ

検出できる危険側故障率
故障率

検出されない危険側故障率
検出される安全側故障率
検出されない安全側故障率

161.69
706 年

λtot  safe = λdd + λdu + λsd + λsu 総故障率

直接影響のない部品故障
安全機能と関係ない部品故障

371.60

307 年

λtot device =
総故障率（機器）

( 1/ λtot device ) + MTTR(8 時間）

安全機能としての MTBF ( 平均故障間隔）

機器としての MTBF　（平均故障間隔）

λsd λsu λdd
λdu

【記】　SFF:  安全側故障割合 =  ( λsu + λsd + λdd ) / λtot

　　　DC d : 危険側診断カバー率 = Σλdd / Σ λ total 

【記】 FIT :  故障率単位 = 10 -9

 

D5014S 

D5014D 

(D5014Dの場合)  
Input 

 
Input 

 

 

 
 

4-20 mA電流発生源に使用するD5014S又はD5014D

入力1

入力2

4-20 mA
電流発生源

DC24V電源

+8

-11

+10

-12

+1

-2 出力1

出力2

+3

-4

又は

ソース・モード又は
シンク・モード

ソース・モード又は
シンク・モード

チャンネル1

チャンネル2

安全計装
システム、
安全PLC等

安全計装
システム、
安全PLC等

1 2 3 4 

ON ON OFF OFF 

OFF OFF ON OFF 

1 2 3 4 5 6 7 8 

ON ON OFF OFF - - - - 

OFF OFF ON OFF - - - - 

- - - - ON ON OFF OFF 

- - - - OFF OFF ON OFF 

DIPスイッチ位置(D5014S)

4-20 mAソース・モード

4-20 mAシンク・モード

DIPスイッチ位置(D5014D)

4-20 mAソース・モードCH1

4-20 mAシンク・モード CH2

4-20 mAシンク・モード CH1

4-20 mAソース・モードCH2

1チャンネル,D5014S

2 チャンネル,D5014D

4-20 mA
電流発生源

5＋　 6－
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⑵　安全機能（Safety Function） と故障モードについて：
Type A モジュール に属する D5014 を「Low Demand Mode」低頻度要求モード環境とハードウエア・フォルトトレランス (HFT) を ”0” と考えて使用す
ることを前提としています。　故障モードを以下のように定義します。
■　Fail-safe( 安全側故障 ): 出力が HIGH 又は LOW になり、安全制御機器（安全 PLC など）がその出力信号（検出できる危険信号）を安全側故障状態に

変換できること。 または、プロセスから要求がなくても、モジュールが前もって決められた安全側故障状態に移行すること。
■　Fail Dangerous( 危険側故障 ): プロセスの要求に対して反応しない故障モード（例えば、決められた安全側故障状態に移行しない）。又は出力電流の

誤差がフルスパンの 5％（0.8mA) を超える場合。 * フルスパン = 16mA (20-4mA)
■　Fail High ( ハイモード故障）：出力電流値が最大値（20mA) を超える故障モード。　安全ロ制御機器のプログラムが High の故障を検出するように

設定されており、この故障モードで自動的にトリップしないこと。　この故障モードは検出される危険側故障（ DD) に分類される。
■　Fail Low ( ローモード故障）：出力電流値が最大値（4mA) 未満となる故障モード。　安全制御機器のプログラムが Low の故障を検出するように設定

されており、この故障モードで自動的にトリップしないこと。　この故障モードは検出される危険側故障（ DD) に分類される。
■　Fail No Effect 直接影響のない故障：安全機能を実行するのに必要な部品の故障モード。但し、安全側故障でも危険側故障でもない。　安全側故障

率 (SFF) の計算には考慮されない。
■　Fail Not Part( 安全機能と関係ない故障 )：安全機能を構成しない部品の故障モードであるが、製品回路の一部であり、部品表に記されている。安全

側故障率 (SFF) の計算には考慮されない。
○　D5014D は、各のチャンネル回路は完全に独立し、共通部品がないため、より高い SIL（安全度基準 ) の達成に必要とされるハードウエア・フォ

ルトトレランス（Hardware Fault Tolerence) を向上させるために使用できます。　実際、1 チャンネルの D5014S の分析結果は 2 チャンネルの
D5014D と 1 入力 2 出力として使用される D5014D にも有効です。　故障率のデータは Siemens( シーメンス） SN29500 から得ています。

⑴　4-20 mA2 線式伝送器接続時のチャンネル 1 又は 2 の 4-20 mA 出力のソース・モード又はシンク・モードの設定は下表に従い DIP スイッチで行います。

T[Proof] = 1 年T[Proof] = 1 年 T[Proof] = 15 年T[Proof] = 15 年  
PFDavg = 6.36E-05  PFDavg = 9.54E-04  

⑸　⑸　

T[Proof] = 3 年T[Proof] = 3 年  T[Proof] = 20 年T[Proof] = 20 年  
PFDavg = 1.91E-04 

SIL 3対応SIL 3対応

 PFDavg = 1.27E-03 SIL 2対応SIL 2対応 

動作要求時の平均故障率 (PFDavg ) とプルーフテスト間隔 (T-proof）の関係表
（プルーフテストのカバー率を 99％と推定し、安全機能 ループ全体における D5014 の貢献割合を 10％とする )

⑹　⑹　 動作要求時の平均故障率 (PFDavg ) とプルーフテスト間隔 (T-proof）の関係表
（プルーフテストのカバー率を 99％と推定し、安全機能 ループ全体における D5014 の貢献割合を 20％とする )

T[Proof] : プルーフテスト間隔T[Proof] : プルーフテスト間隔

SIL 3対応SIL 3対応

SIL 2対応SIL 2対応

Failure categoryFailure category Failure rates (FIT)Failure rates (FIT) 
λdd   seruliaf detceteD suoregnaD latoT = 
λdu   seruliaf detcetednU suoregnaD latoT = 
λsd = Total Safe Detected failures 0.00 
λsu = Total Safe Undetected failures 0.00 

 Total Failure Rate (Safety Function) =  Total Failure Rate (Safety Function) = 
MTBF ( シングルチャンネル) = (1/λtot safe) + MTTR(8時間）MTBF ( シングルチャンネル) = (1/λtot safe) + MTTR(8時間）  

λno effect = “No Effect” failures 
λnot part = “Not Part” failures 

Total Failure Rate (Device) = λtot safe + λno effect + λnot part Total Failure Rate (Device) = λtot safe + λno effect + λnot part  

MTBF ( シングルチャンネル) =MTBF ( シングルチャンネル) =  

  SFFSFF 
0.00 FIT 0.00 FIT 135.30 FIT 14.25 FIT 90.47% 

DCDC
DD
 

90.47% 
DCDC SS

 
0% 

⑷　IEC 61508に準拠した故障率表⑷　IEC 61508に準拠した故障率表

 ⑶　故障確率表
故障カテゴリ

検出できる危険側故障率
故障率

検出されない危険側故障率
検出される安全側故障率
検出されない安全側故障率

λtot  safe = λdd + λdu + λsd + λsu 総故障率

直接影響のない部品故障
安全機能と関係ない部品故障

371.60

307 年

λtot device =
総故障率（機器）

( 1/ λtot device ) + MTTR(8 時間）

安全機能としての MTBF ( 平均故障間隔）

機器としての MTBF　（平均故障間隔）

λsd λsu λdd
λdu

【記】　SFF:  安全側故障割合 =  ( λsu + λsd + λdd ) / λtot

　　　DC d : 危険側診断カバー率 = Σλdd / Σ λ total 

【記】 FIT :  故障率単位 = 10 -9

135.30
14.25

149.55
763 年

201.25
20.80
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4-20 mA2線式伝送器に使用するD5014S又はD5014D

入力1

入力2

4-20 mA
2線式伝送器

DC24V電源

+7

- 8

+9

-10

+1

-2 出力1

出力2

+3

-4

又は

ソース・モード又は
シンク・モード

ソース・モード又は
シンク・モード

チャンネル1

チャンネル2

安全計装
システム、
安全PLC等

安全計装
システム、
安全PLC等

1 2 3 4 

ON ON OFF OFF 

OFF OFF ON OFF 

1 2 3 4 5 6 7 8 

ON ON OFF OFF - - - - 

OFF OFF ON OFF - - - - 

- - - - ON ON OFF OFF 

- - - - OFF OFF ON OFF 

DIPスイッチ位置(D5014S)

4-20 mAソース・モード

4-20 mAシンク・モード

DIPスイッチ位置(D5014D)

4-20 mAソース・モードCH1

4-20 mAシンク・モード CH2

4-20 mAシンク・モード CH1

4-20 mAソース・モードCH2

1チャンネル,D5014S

2 チャンネル,D5014D

4-20 mA
2線式伝送器

I

I

？

？

5+ 6－
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T-proof テストの手順について
T-proof テスト（動作確認試験）は、診断機能で検出されない危険側故障を発見するテストです。
FMEDA において確認された検出されない危険側故障を T-proof テストで発見することができます。

T-proof テスト（プルーフテスト）①
順序 手順
１ 安全関連 PLC をバイパスするか、誤トリップを防止する処置をします。
２ HART 通信又はその他の方法で、モジュールの入力端子に接続された伝送器等の電流値をハイ・アラーム電流値に設

定し、モジュールの出力値がその値になるか確認します。　このテストはループ電圧が定格電圧より低い状態又は配
線インピーダンスが増加した場合のシミュレーションです。

３ HART 通信又はその他の方法で、モジュールの入力端子に接続された伝送器等の電流値をロー・アラーム電流値に設
定し、モジュールの出力値がその値になるか確認します。　このテストは暗電流に関連する故障のシミュレーション
です。

４ ループを通常の状態に戻します。
５ 安全関連 PLC のバイパスを外す、又は通常の状態に戻します。

T-proof テスト（プルーフテスト）②
順序 手順
１ 安全関連 PLC をバイパスするか、誤トリップを防止する処置をします。
２ T-proof テスト①の順序 2 と 3 を実施する。
３ モジュールに接続された伝送器の 2 点校正を行います。即ち、ダウンスケール 4mA とフルスケール 20mA の 2 点。
４ ループを通常の状態に戻します。
５ 安全関連 PLC のバイパスを外す、又は通常の状態に戻します。

＊この T-proof テスト①は D5014 の検出されない危険側故障の約 30％を発見出来ます。

＊この T-proof テスト②は D5014 の検出されない危険側故障の約 99％を発見出来ます。

取り扱い
D5014 シリーズは HART 信号対応の電流リピータ、DIN レール取付配線に加え、パワーバス又は専用ターミナルボー
ドも使用できます。使用周囲温度範囲であれば、取付は垂直又は水平方向を問いません。配線端子台の最大配線サイ
ズは 2.5 ｍｍ 2、端子台は着脱可能です。配線端子番号は P4 の配線端子台の配置及び P5 の外形寸法図を参照下さい。　
本安回路配線は非本安回路配線と絶縁分離を行い、「本安回路」であることが分かるように IEC 規格 60079-14 及び「ユー
ザのための工場防爆設備ガイド」に従って明示して下さい。バリアの容器の保護等級は最低 IP20（EN60529、NEMA 
250 TYPE 1 準拠）です。屋外に設置する場合は要求環境に適合する保護等級 IP の収納容器内に設置してを使用下さい。
バリア表面の洗浄が必要な場合は、洗剤で軽く湿らせた布で拭いてください。また、静電気危険に対処するため、バ
リア容器は湿らせた布又は帯電防止布で拭いてください。洗剤がバリア容器内に侵入しないように注意ください。

スタートアップ
バリアに電源を入れる前に、全ての配線が正しく配線されているか確認下さい。特に電源、極性、入力・出力配線を
確認下さい。本安回路と非本安回路間の配線ダクトは分離が必要です。本安回路は明青色又は他の方法で明示して下
さい。電源を入れますとバリアの緑色 LED が点灯し、2 線式伝送器接続には 14.5V 以上が印加されます。入出力チャ
ンネルの信号に間違いがないか確認してください。
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